
　

貧困は解消されていない
国際機関は本当に
その任務を果たしてきたのだろうか？
　第5回世界社会フォーラムはブラジル・ポルトアレグレ

市で約15万 5,000 人、2,500 団体が参加して開催され

ました（1月 26～ 31日）。今回、特徴的だったテーマは

貧困削減です。27日の世界銀行と IMF をテーマにしたセ

ミナーに参加しましたのでその報告をします。（首都圏　秋本）

■提起　ATTACフランスのジャック・ニコノフ代表は「ま

ず債務は帳消しされなければならない」とし、「金融市場と

国際経済を安定させるために金融取引に対する国際的な課税

が必要であり、その税収は途上国に回すことができる」と述

べ、「我々はワシントン・コンセンサス4に対して、ポルト

アレグレ・コンセンサスを作るべきだ」と主張した。IGNIS

のジョン・ジョーンズ氏は「MDGs は貧困削減といいなが

ら、結局は貧困の更なる拡大につながる。新自由主義のも

とで計画される開発計画は貧困解消にはならない。貧困が現

実的に解消されるような持続可能な戦略が必要だ」と指摘し

た。ATTACベルギーのフランシーヌ・メストラム氏は世銀

と IMF が進めてきた貧困削減戦略ペーパー（PRSP:Poverty 

Reduction Strategy Papers）5が破綻した経過を例証しなが

ら説明し、「新自由主義の枠組みは多国籍企業を儲けさせる

ものであり、労働者に最低賃金を保証しないばかりか、社会

保障に敵対するものとして存在する」と述べた。ジェンダー

と開発問題を調査しているフォーカス・オン・ザ・グローバ

ル・サウスのシャマル・グタル研究員は「IMF、世銀、アジ

ア開発銀行などの国際機関は男女間のパワーバランスをよ

り不均衡にしている。マイクロクレジット計画 6やインドの

農村社会に押し付けられた構造調整計画で、女性が自立でき

ない構造が作り出され、特にリプロダクティブ・ライツが

剥奪されている」と報告し

た。フィンランドNIDGの

テルベ・テイバイネン氏は

IMFや世銀は専制的な力を

持ち、出資額の多い米国な

どの経済大国によって支配

されている点を批判して、

「国際金融機関を民主化し

て、各加盟国を一票とする参加型民主主義を採用すべきであ

る」と述べ、「京都議定書が市民運動の力によって発効した

ように、市民運動の力によって国際金融機関の改革をはかる

べきであり、例えば、金融取引への国際課税も市民運動によっ

て実現していかなければならない」と語った。

　フロアからは「貧困削減のMDGs は新自由主義そのもの

である。世銀やIMFはMDGsを果たす上でヒューマンフェー

スを見せている」という指摘があり、さらに「開発の中心

に人権を据えるべきである」という意見も出された。また、

フィリピンから参加した NGO の活動家は、「フィリピンで

は、多額の金が投入されても本当に人々のためのガバナンス

になっていない。例えば、日本の JICA（国際協力機構）は

政治の腐敗を作り出すことにしか役立っていない」と述べた。

■全体的な結論　これまで世銀や IMF などの国際金融機関

が進めてきた開発は、ある意味では債務国の市場経済を活性

化させたが、それは貧しい農民、女性、先住民などからその

生活基盤を剥奪した上で成り立っており、貧困を拡大しただ

けであった。新しいMDGs は従来の政策と何ら変わらない

ので貧困は解消しない。1日の収入が 1ドル以下である人の

数を半減させるというMDGs 目標は何の目安にもならない。

人々は金のみで生きているのではない。例えば、森や川など

「開発」されてはならない、金に換算できない貴重な生態系

を守ることが豊かな生活への保障でもある。国際金融機関は

バッド・ガバナンスを是正し、市民社会の意見を反映させた

真に平等かつ公正なガバナンスを追求しなければならない。

1）ミレニアム開発目標（MDGs）：国連、OECD、IMF、世界銀行によって策定されたも
のを基礎に2000年の国連総会で採択された途上国・低所得国の開発目標。
2）新自由主義：競争と市場原理を重視する経済教義で、政府が市場に介入し社会保護を行
うことを批判する。とりわけ巨大企業と巨大金融機関の自由拡大を指向する。
3）構造調整計画：80年代の債務危機以降、IMF/ 世界銀行により借入国政府に義務づけら
れた経済政策。緊縮財政、公企業の民営化、輸出志向経済、通貨の切下げなど。
4）ワシントン・コンセンサス：ワシントンに本拠地を置き市場原理を信奉する米国政府、
IMF、世界銀行、シンクタンクらが合意する世界経済の方向性。
5）貧困削減戦略ペーパー：97年のサミット以降、低所得国に IMF・世銀の融資／債務救
済の条件として義務づけられた貧困削減のための戦略。市民参加が義務づけられているが、
「IMF／世銀の主導で作成」「借入国の真のオーナーシップがない」などの批判がある。
6）マイクロクレジット計画：貧困緩和政策として実施された小規模融資計画。資金を無担
保で貸し付け貧困層の企業活動を支援する。利益が出せず返済できないという問題がある。
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■趣旨　本年、世界銀行と IMFは設立60周年を迎える。またコペンハー

ゲンで初めて国連社会開発サミットが開催されてからこの3月で10年

が経過する。しかしながら、貧困削減などを目指した同サミットで確認さ

れた約束はほとんど達成されていない。そして、今日、国連は新たなミレ

ニアム開発目標（MDGs）1を掲げ、国際機関や各国政府に目標達成のた

めの努力を呼びかけている。私たちはこのMDGsに貧困や飢餓、不公正、

ジェンダー差別などの解消を期待できるのか。私たちは、新自由主義2や

構造調整計画（SAPs：Structural Adjustment Programs）3 によら

ないもう一つの開発は可能であり、かつ必要であると考える。








